
重 要 事 項 説 明 書 

1 事業者の概要 
事 業 者 名 株式会社ケアセンターとかじ 

事 業 所 名 デイサービスセンター和楽 

所 在 地 松山市味酒町 1 丁目 9 番地 15 

代 表 者 代表取締役 岡村 信隆 

提供サービス 地域密着型通所介護 

2 サービスの内容 
(1）事業所において、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利

用者の社会的孤独感の解消及び心身機能の維持、並びに利用者の家族の身体的精

神的負担の軽減を図るサービスです。 

(2）事業所は、次の内容によりサービスを提供します。

【サービス内容区分】

① 送迎

② 健康チェック

③ 集団体操

④ 日常生活動作訓練（食事動作、入浴動作を含む）

⑤ レクリエーション

⑥ 食事の提供

(3）サービス提供時間及び営業時間

地 域 密 着 型

通 所 介 護 
月～土曜日 日曜日 

サ ー ビ ス 提 供 時 間 9:45～17:00 休 み 
営 業 時 間 9:00～18:00 休 み 

（注）その他、事業所の定めた次の日は休みとなります。 

・ 年末年始 12／31～1／3 ・ゴールデンウィーク 5／3～5／5

・ お節句 4／4 ・お盆 8／16 ・地方祭 10／7



 
 
 
(4）サービス利用料等 

【サービス利用料・加算】   
          利用者負担額 （円） 

要 介 護 度 
利 用 料 金 

（1 回当り：円） 
１割負担 ２割負担 ３割負担 算定回数等 

要 介 護 1 7,530 753 1,506 2,259 日毎/月 

要 介 護 2 8,900 890 1,780 2,670 日毎/月 

要 介 護 3 10,320 1,032 2,064 3,096 日毎/月 

要 介 護 4 11,720 1,172 2,344 3,516 日毎/月 

要 介 護 5 13,120 1,312 2,624 3,936 日毎/月 

入浴介助加算（Ⅰ） 400 40 80 120 日毎/月 

若年性認知症  

利用者受入加算 
600 60 120 180 日毎/月 

    ＊上記表はサービス提供時間が、7 時間以上 8時間未満の場合です。 
 

【介護職員処遇改善加算（Ⅱ）ロ】 
    ＊上記とは別に、1 月当たりの総単位数に、12.5％（サービス別加算率）の

介護職員処遇改善加算が加わります。なお、当該加算は区分      

支給限度基準額の算定対象から除外されます。 

 

【減算】 

  ＊送迎を行わない場合については、片道につき 47 円減算いたします。 

 

【利用者負担額】 

＊介護保険適用の場合、実費以外の利用者負担額は、介護保険負担割合証に

記載された利用者負担の割合に応じた金額がご利用者の負担となります。 
なお、利用者負担額は関係法令等に基づいて定められるため、契約期間 

中に関係法令等が改定された場合には、改定後の金額を適用するものとし

ます。 
 

  【食 費】 
    ＊１食あたりの食材料費 ７５０円 
 
  【創作活動費】 
    ＊１か月あたりの創作活動に係る材料費の実費相当額 １，０００円 
 
 
 
 
 
 



 

【おむつ代】 
〔主な紙おむつ単価表〕※ｻｲｽﾞ等により、金額は多少変わる場合があります。 
＊単価は税込価格です。消費税 10％改定時には、価格を改定予定とさせて 

いただきます。 
紙 お む つ の 種 類 ＠単価／枚   

ﾘ ﾌ ﾚ ﾌ ﾗ ｯ ﾄ ﾀ ｲ ﾌ ﾟ ﾚ ｷ ﾞ ｭ ﾗ ｰ 60 円 

ﾘﾌﾚ尿取りﾊﾟｯﾄ（男女兼用ﾚｷﾞｭﾗｰ） 25 円 

リフレサラケアワイドロング 45 円 

は く パ ン ツ （ Ｍ ） 145 円 

は く パ ン ツ （ Ｌ ） 160 円 

ﾘﾌﾚ簡単ﾃｰﾌﾟ止めﾀｲﾌﾟ（Ｍ） 125 円 

ﾘﾌﾚ簡単ﾃｰﾌﾟ止めﾀｲﾌﾟ（Ｌ） 135 円 

  【その他】 
＊その他日常生活において通常必要となる費用で利用者が負担することが適

当と認められる費用についても、必要になります。 
  
(5）サービス利用料等の支払方法  

自己負担金は、次の方法によりお支払いいただきますようお願いします。 
  ・自動口座引き落とし（ご指定の金融機関の口座から月 1 回引き落とします。） 
（注）但し、利用者に正当な事由がある場合は、上記の方法の限りではありません。 
      

＊介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給 
限度額を超える場合を含む。）には、全額自己負担となります。（この場合 
には、居宅サービス計画を作成する際に居宅介護支援専門員から説明のう 
え、利用者の同意を得ることになります。） 

 
(6）キャンセル 
① 利用者がサービスの利用を中止する際には、すみやかに所定の連絡先まで 

ご連絡ください。 
     全体窓口  （電話）：089-998-2255 

 
② 利用者の都合でサービスを中止する場合には、できるだけサービス利用の 

前日までにご連絡ください。 
※キャンセル時の食事代が発生する場合がございます。 

 
3 通常の事業の実施地域 

   松山市とします。但し、旧北条市と島嶼部は除外します。 

 

4 事故発生時の対応 
(1)  サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、関係市町、当該利用

者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必

要な措置を講じます。 
                 → 代表者 →（必要に応じて）関係市町 

管  → 御家族・事前に聞き取りした連絡先 
事故に立ち会った者→  理 → 当該利用者に係る居宅介護支援事業者等 

者 → 主治医・救急車 



（2） サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やか

に行います。 
 
5 緊急時等の対応 
（1）事業所における緊急時等の対応方針 
   ・利用者の生命・身体・財産の安全・確保に配慮します。 
   ・サービスの提供にあたって、事前に緊急時の連絡先として主治医を確認する 
    など、医師・医療機関への連絡体制の確保に努めます。 
   ・サービス提供中に、当該利用者に病状の急変等が生じた場合は、速やかに主

治医への連絡を行う等の必要な措置を講じます。 
   ・当該利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に当該利用

者の心身等の情報を提供します。 
 
（2）緊急時等の連絡先 
            → ご家族・事前に聞き取りした連絡先 
   管理者      → 当該利用者に係る居宅介護支援事業者等 
            → 主治医・関係医療機関 
 
6 勤務体制 

事業所は、地域密着型通所介護サービス及び第 1 号通所事業(介護予防型通所サ

ービス)を提供する従業者として、以下の職種の従業者を配置しています。 

 

管理者      1 名 （常勤兼務） 

 生活相談員    2 名以上  （常勤及び非常勤） 

 看護職員     2 名以上 （常勤及び非常勤）戸梶内科医院との連携 1名） 

介護職員      5 名以上 （常勤及び非常勤）  

 
7 相談窓口・苦情対処理の体制 
 
○ サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。 
              電 話      089－998－2255 

当社相談窓口     ＦＡＸ      089－998－2258 

              生活相談員（管理者） 岡村 信隆 

              対応時間     9:00～18：00 

＊緊急の場合はこの限りではありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



○ その他、次の機関でも苦情の相談をすることができます。 
 
愛媛県国民健康保険 
団体連合会 

住 所  〒791-8550 

     松山市高岡町 101-1 

電 話  089-968-8700 

ＦＡＸ  089-965-3800 

対応時間 8：30～17：15（平日の月～金） 
 

 
松山市 
指導監査課 

住 所  〒790-8571 

     松山市二番町 4丁目 7-2 

電 話  089-948-6968 

ＦＡＸ  089-934-1763 

対応時間 8：30～17：15（平日の月～金） 
 

 
愛媛県 
福祉サービス運営 
適正化委員会 

住 所  〒790-8553 

     松山市持田町 3丁目 8-15 

     愛媛県総合社会福祉会館内 

電 話  089-998-3477（相談専用電話） 

ＦＡＸ  089-921-8939 

対応時間 9：00～12：00/13：00～16：30 

     （平日の月～金） 
 

8 秘密保持・個人情報保護 
（1） 事業者とその従業者は、業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密及び

個人情報については、契約中及び契約終了後においても、第三者に漏らしませ

ん。また、事業者は従業者から、当該個人情報の保護に係る誓約書を取るなど、

必要な措置を講じます。 
（2） 事業者は利用者に係るサービス担当者会議や、事業者間の連絡調整等での利用

など、正当な理由がある場合には、利用者又はその家族の個人情報を用いるこ

とができるものとします。 
（3） 第 1 項の規定に拘らず、事業者は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対

する支援等に関する法律」に定める通報ができるものとし、この場合、事業者

は秘密保持義務違反の責を負わないものとします。 
 
9 サービス提供の記録及び開示 
（1） 事業者は、指定地域密着型通所介護を提供した際には必要な諸記録を整備し、

当該諸記録はその完結の日から 5年間保存するものとします。 

（2） 事業者は、利用者から申し出があった場合には、文書の交付その他適切な方法

により、その情報を利用者に対して提供するものとします。 
 
10 運営推進会議の開催 
(1) 事業所は、利用者・その家族・地域住民の代表者・事業所が所在する市町の職

員又は事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員・地域密

着型通所介護について知見を有する者等により構成される運営推進会議を設

置し運営を行います。 
 

 



(2) 運営推進会議は、おおむね 6 ヶ月に 1 回以上開催し、活動状況を報告し、評価

を受けるとともに必要な要望、助言を聴く機会とし、質の確保と向上を図りま

す。 
(3) 事業所は前項の報告・評価・助言等についての記録を作成するとともに、当該

記録を公表します。 

 
11 第三者評価の実施状況 

  なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


